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常任理事・情報広報部長 中 川 俊 男

経済成長率

前世紀末の「失われた１０年」と表現される
不況に加え、今の景気低迷を心配して今世紀
初頭も「空白の１０年」になるのではないか
と、多くの経済人が危惧しています。９月２１
日のOECDの発表では、日本の２００４年の経済
成長率は先進６カ国中のトップの４．４％にな
ると予測されました。マクロ経済として見る
と日本は景気が回復しつつあり、数年以内に
デフレからの脱却が可能であるとも言われて
いますが、北海道はこの景気の回復から取り
残された感があり、ミクロ経済の視点からは
景気は低迷し続けています。
われわれ医師は、このような経済社会にお

いて、また地方分権や三位一体改革が進めら
れる中で、医療費財源の確保だけを声高に主
張しているようでは議論に参加もできない立
場になりかねません。今回は、景気の状況を
示す経済成長率について整理してみました。

【経済成長率】

国内総生産（GDP）が前年度に比べて何
パーセント増減したかを示す割合をいいま
す。GDPが５００兆円から翌年度５０５兆円に増
額した場合、経済成長率は１％と表現されま
す。また、その国が本来もっている経済力を
最大限に発揮した時の経済成長率を「潜在成
長率」といいますが、日本の潜在成長率は
２％と言われています。
１％くらいの違いではあまり影響が現れな

いのではと思うかもしれません。たとえば
２％の経済成長率が続くと仮定した場合、
n年後のGDPは、初年度をGDP１とすると、
n年後のGDP=GDP１×（１．０２）nという複利計算
で表されます。すなわち、２％の成長率が持
続すれば（１．０２）３５＝１．９９９…となり、３５年間
でGDPが約２倍になります。この反対に、
１％であれば GDP が ２ 倍 に な る に は
（１．０１）９０≒２．０となり、約９０年もかかることに
なり、わずか１％の違いで大変な差が出るこ
とになります。

日本の経済成長率はバブル期の１９８０年代は
年平均４％と高水準で推移しましたが、崩壊
後の１９９０年代は１％台に低迷し、１９９８年度に
は－２．２％まで低下しました。この低成長だ
った１９９０年代が「失われた１０年」と呼ばれて
います。
第二次大戦後の復興期の発展途上にあった

１９６１年、当時の池田勇人総理は「国民所得倍
増計画」を発表して、１０年間に国民所得が２
倍になるように経済を発展させると宣言しま
したが、なんと７年間でGDPが２倍になっ
てしまいました。この間には１０％以上の成長
率を示す年もありましたが、基準になる最初
のGDPが低レベルであったことも要因で
す。

【国内総生産（Gross Domestic Product）】

単一の期間において個人や会社、団体など
が国内で使った金額の合計をいいます。この
場合、日本人か外国人か、日本企業か外資系
企業かは問題にしません。
「名目GDP」とは、物価の変動を考慮し

ないGDPをいい、これに対して物価の変動
を考慮したものを「実質GDP」と呼んでい
ます。ふだん経済成長率と表現されるのは、
実質GDPで比較したものです。

【国民総生産（Gross National Product）】

日本国民や日本企業が国内外で使った金額
の合計をいいます。ちなみに、日本人が海外
旅行で使ったお金はここに入ります。

【マクロ経済とミクロ経済】

経済成長率、国際収支、物価変動など国家
レベルの大きな視点からみた経済の流れを
「マクロ経済」といい、この視点から研究す
るのがマクロ経済学です。
一方、消費者や企業の視点からみた経済の

流れを「ミクロ経済」といい、この視点から
研究を進めるのがミクロ経済学です。
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